
令和７年度愛知県サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修（基礎研修）実施要領 

（サービス管理責任者等研修（基礎研修）） 

１ 目的 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）及び児

童福祉法の適切かつ円滑な運用に資するため、サービスや支援の質の確保に必要な知識、技能を有するサービ

ス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の養成を図ることを目的とする。 
 
２ 実施主体（愛知県サービス管理責任者等研修（基礎研修）指定事業者） 

  社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会（事業者番号：愛サ1号） 
 
３ 対象者 

  愛知県内に所在する事業所等に従事し、サービス管理責任者または児童発達支援管理責任者として配置され

る予定があり、国が定めるサービス管理責任者等研修（基礎研修）の受講要件を満たす者。 

オンライン受講については、安定したインターネット環境におけるオンライン受講を可能とする者。 
 
４ 受講料 

コース 受講課程 受講日数 受講料（税込） 

Ｓ１コース 
相談支援従事者初任者研修講義部分 

＋サービス管理責任者等研修（基礎研修） 
５日間 ３９，６００円 

Ｓ２コース サービス管理責任者等研修（基礎研修） ３日間 ２９，７００円 

Ｓ３コース 相談支援従事者初任者研修講義部分 ２日間 １５，８４０円 

※今後、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修（実践研修）を受講いただくためには、サービス管
理責任者等研修（基礎研修）修了の他に、相談支援従事者初任者研修講義部分を受講する必要があります。 

 
５ 定員 

１，３００名 
 
６ 受講要件（受講資格） 

 【サービス管理責任者研修（基礎研修）】 ※令和７年６月１５日時点見込 

 指定障害者福祉サービス事業所において、サービス管理責任者として従事しようとする者であって、次に掲げる区分

に応じ、通算して右欄に掲げる年数以上の実務経験を有する者。 

相談支援業務 ３年 

社会福祉主事任用資格等を有しない者による直接支援の業務 ６年 

社会福祉主事任用資格等を有する者による直接支援の業務（社会福祉主事任用資格等の取得以前の期間

を含めることができる。） 
３年 

国家資格等による業務に通算３年以上従事している者による相談支援の業務及び直接支援の業務（国家

資格等による業務の期間と相談・直接支援の業務の期間が同時期でも可。） 
１年 

 

【児童発達支援管理責任者研修（基礎研修）】 ※令和７年６月１５日時点見込 

指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所において児童発達支援管理責任者として従事しようとする者であ

って、次に掲げる区分に応じ、通算して右欄に掲げる年数以上の実務経験を有する者。 

(かつ、老人福祉施設・医療機関等以外での実務経験が１年以上の者。) 

相談支援業務 ３年 

社会福祉主事任用資格等を有しない者による直接支援の業務 ６年 

社会福祉主事任用資格等を有する者による直接支援の業務（社会福祉主事任用資格等の取得以前の期間

を含めることができる。） 
３年 

国家資格等による業務に通算５年以上従事している者による相談支援の業務及び直接支援の業務（国家

資格等による業務の期間と相談・直接支援の業務の期間が同時期でも可。） 
１年 

  ※「社会福祉主事任用資格等」、「国家資格等」による業務の枠組み等は、別紙１を参照のこと。 
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７ 研修日程 

コース 課程 期間・日程 受講形態・会場 

 

Ｓ 

１ 

コ
ー
ス  

Ｓ 

３ 
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ー
ス 
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談
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援
従
事
者 

初
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者
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修
講
義
部

分 
 

 

Ⅰ 部分講義（相談支援従事者初任者研修「合同講義」部分）  ２日間相当(※) 

講義動画を視聴し、レポートを作成・提出します。 

（動画配信期間） 

６月1６日（月）から９月25日（木）まで 

インターネット配信（オンデマンド） 

（受講決定後に視聴方法を案内します。） 

Ｓ 

２ 

コ
ー
ス 

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等
研
修
（
基
礎
研
修
） 

Ⅱ 全体講義                                                ２日間相当(※) 

講義動画を視聴し、レポートを作成・提出します。 

（動画配信期間） 

６月1６日（月）から９月25日（木）まで 

インターネット配信（オンデマンド） 

（受講決定後に視聴方法を案内します。） 

Ⅲ 演  習                                               １日間 

講義動画を視聴し、レポートと事前課題を作成・提出します。 

次の日程１～１３のいずれか【１日間】をオンライン又は集合で受講します。 

日程１ 7 月 １７日（木） Zoomを使用したオンライン 

日程２ 7 月 ２３日（水） Zoomを使用したオンライン 

日程３ ７ 月 ２ ９ 日（火） Zoomを使用したオンライン 

日程４ 8 月 1 日（金） Zoomを使用したオンライン 

日程５ ８ 月 ７ 日（木） 
ポートメッセなごや 

(愛知県名古屋市港区金城ふ頭２丁目２） 

日程６ ８ 月 ２ ０ 日（水） Zoomを使用したオンライン 

日程７ ８ 月 ２ ２ 日（金） 
ポートメッセなごや 

(愛知県名古屋市港区金城ふ頭２丁目２） 

日程８ ８ 月 ２ ８ 日（木） 
ポートメッセなごや 

(愛知県名古屋市港区金城ふ頭２丁目２） 

日程９ ９ 月 ２ 日（火） Zoomを使用したオンライン 

日程１０ ９ 月 ４ 日（木） Zoomを使用したオンライン 

日程１１ ９ 月 ９ 日（火） 
豊橋商工会議所 

（豊橋市花田町石塚４２−１） 

日程１２ ９ 月 １ ７ 日（水） 
ポートメッセなごや 

(愛知県名古屋市港区金城ふ頭２丁目２） 

日程１３ ９ 月 ２ ５ 日（木） Zoomを使用したオンライン 

(留意事項） 

 Ｓ２コースは、すでに相談支援従事者初任者研修講義部分を修了している方のためのコースです。 

 Ｓ３コースは、すでにサービス管理責任者等研修（基礎研修）を修了している方のためのコースです。 

 オンライン形態の研修では、一定時間ネット接続が切れたり、マイク・スピーカー等に不備があり受講に支障があっ

た際は、修了できません。 

 上記の期間・日程は、いずれも予定です。都合により、変更する場合があります。 

 定員超過により受講できない場合があります。あらかじめご了承ください。 

 演習の受講日程は、ご希望に添えない場合があります。各日程には定員があるため、定員を超える場合は事務局で日

程を割り振ります。実際の受講は、「受講決定通知」に記載する日程及び会場を必ず確認してください。 

※「Ⅰ部分講義」「Ⅱ全体講義」はそれぞれ２日間相当の時間数があります。決定通知に記載の事前課題提出期限まで

にレポートを作成ください。 
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８ 標準カリキュラム（概要） 

  Ⅰ 部分講義 

科目 概要 時間数 

１．障害児者の地域支援と相談支援従事者（サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者）の役割に関する講

義（５時間） 

相談支援（障害児者支
援）の目的 

人間の尊厳、基本的人権の尊重のための支援の意味と価値を理解する。 
また、利用者理解、利用者の自己選択・自己決定の重要性について理解す
るとともに、障害児者の地域での生活の実情について理解する。 
相談支援の基本的価値観は、障害者の権利に関する条約の趣旨に基づくべ
きことを理解する。 

1.5時間 

相談支援の基本的視点
（障害児者支援の基本
的視点） 

エンパワメント及び本人を中心とした（本人の選択・決定）支援を実施す
るに当たり、相談支援（障害児者支援）の基本的な姿勢について理解す
る。 
利用者又は障害児の保護者（以下「利用者等」という。）の意思及び人格を
尊重し、常に当該利用者等の立場に立って行われるものでなければならな
いことを理解する。 

2.5時間 

相談支援に必要な技術 
本人を中心とした（本人の選択・決定）支援を実施するに当たり、獲得す
べき支援技術について理解する。 

1時間 

２．相談支援におけるケアマネジメントの手法に関する講義（３時間） 

相談支援におけるケア
マネジメント手法とプ
ロセス 

本人を中心とした（本人の選択・決定を促す）ケアマネジメントのプロセ
スと必要な技術の全体像について理解する。 

1.5時間 

相談支援における家族
支援と地域資源の活用
への視点 

各相談支援事業の役割と機能を理解し、相互が連携することにより地域に 
おいて効果的な相談支援体制が構築されることを理解する。 
相談支援において地域資源を把握しネットワークを構築することの重要性 
について理解する。 
（自立支援）協議会の目的、仕組み、機能について理解する。 

1.5時間 

３．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の概要並びにサービス提供の
プロセスに関する講義（３時間） 

障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支
援するための法律及び
児童福祉法（以下「障 
害者総合支援法等」）
の理念・現状とサービ
ス提供プロセス及びそ
の他関連する法律等 
に関する理解 

障害者総合支援法等の目的、基本理念や障害福祉サービス等の基本的な内
容を理解する。また、障害者総合支援法等における自立支援給付等の仕組
みを理解する。 
介護保険制度対象の障害者の障害福祉サービスを利用する場合の諸制度に
ついて理解する。 
障害者支援における権利擁護と虐待防止に関わる法律を理解する。 

1.5時間 

障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支
援するための法律及び
児童福祉法における相
談支援（サービス提
供）の基本 

障害福祉サービス等の提供における相談支援専門員とサービス管理責任者
等の役割、両者の関係性を理解する。 
サービス提供において利用者の権利擁護と虐待防止を図るために相談支援
専門員とサービス管理責任者等が果たすべき役割を理解する。 

1.5時間 
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Ⅱ 全体講義 

科目 概要 時間数 

１．サービス管理責任者・児童発達管理責任者の基本姿勢とサービス提供のプロセスに関する講義（7.5時間） 

サービス提供（支援提
供）の基本的な考え方 

サービス提供（支援提供）の基本的な考え方として、利用者主体の視点、
自立支援の視点、エンパワメントの視点、ICF の視点、現実的な支援計画
に基づくサービス提供（支援提供）、連携の必要性等について理解する。 

1時間 

サービス提供（支援提
供）のプロセス 

PDCA サイクルによるサービス（支援）内容を確認することの重要性とその
方法、個別支援計画の意義を理解する。 

1.5時間 

サービス等利用計画
（障害児支援利用計
画）と個別支援計画の
関係 

サービス等利用計画（障害児支援利用計画）における総合的な援助方針を
導き出すプロセスを理解し、個別支援計画の出発点がサービス等利用計画
（障害児支援利用計画）の総合的な援助方針であることを認識する。ま
た、サービス等利用計画（障害児支援利用計画）が生活全体の範囲に及
び、個別支援計画が生活全体をイメージしながらも事業所内サービスに重
点を置いた計画であることを理解する。 

1.5時間 

サービス提供（支援提
供）における利用者主
体のアセスメント 

サービス提供（支援提供）における利用者を主体としたアセスメントの考
え方やその手法について理解する。また、障害種別や各ライフステージ、
各サービス（児童発達支援等）において留意すべき視点について理解す
る。 

2.5時間 

個別支援計画作成のポ
イントと作成手順 

個別支援計画の作成におけるポイントと手順についての事例等を活用し、
作成の視点がリスクマネジメントのみに陥らないように、エンパワメント
の視点やストレングスの活用について理解するとともに、作成の手順を習
得する。 

1時間 

 

Ⅲ 演習 

科目 概要 時間数 

２．サービス提供プロセスの管理に関する演習（8.5時間） 

個別支援計画の作成 

モデル事例を活用したグループワークにより、サービス等利用計画（障害
児支援利用計画）に示される総合的な援助方針、長期目標及び短期目標を
踏まえて、個別支援計画の支援内容、担当者、連携の頻度等について検討
する。それに基づき、支援目標、支援内容を設定し、個別支援計画を作成
する。 

4.5時間 

個別支援計画の実施状
況の把握（モニタリン
グ）及び記録方法 

モデル事例を活用したグループワークにより、事業者が提供している支援
のモニタリングについて、サービス等利用計画（障害児支援利用計画）と
の連動性を念頭に置きながら、視点・目的・手法等を理解する。 

3時間 

実践研修までのアクシ
ョンプラン策定 

サービス管理責任者又は児童発達支援管理責任者としての目標設定 1時間 
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９ 受講申込 

（１） 受付期間 

 

 

    ※締切り後の申込は一切受け付けません。 

（２） 申込方法 

申込者は、受講希望者の所属機関（団体、法人、事業所等）となります。 

愛知県社会福祉協議会ホームページの専用受講申込みフォームから申し込み、必要書類を本会ホームペー

ジからダウンロードして郵送してください（上記受付期間内消印有効）。 

● ホームページ ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．ａｉｃｈｉ－ｆｕｋｕｓｈｉ．ｏｒ．ｊｐ にアクセスし、

メニューの「研修情報」⇒「サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修（基礎研修）」と進

み、受講申込みフォームへ必要事項を入力してください。 

● 次の書類を上記期間内に必ず郵送してください。 

コース 受講課程 提出書類 部数 

Ｓ１コース 
相談支援従事者初任者研修講義部分 

＋サービス管理責任者等研修（基礎研修） 

実務経験証明書 ※ 
(受講要件を満たすもの) １部 

Ｓ２コース サービス管理責任者等研修（基礎研修） 

実務経験証明書 ※ 
(受講要件を満たすもの) １部 

相談支援従事者初任者研
修修了証の写し １部 

Ｓ３コース 相談支援従事者初任者研修講義部分のみ 
サービス管理責任者研修又
は児童発達管理責任者研修

修了証の写しのみ 
１部 

  ※ サービス管理責任者基礎研修並びに児童発達支援管理責任者基礎研修の両方を修了するためには、 

各々の実務経験証明書を提出する必要があります。 

※ 申込内容に虚偽が認められた場合は、申込みを取り消します。 

※ 記載内容を確認するため、研修事務局からご連絡することがありますので、提出書類や申込控えメール

は、各事業所で必ず保管してください。 

    ● 提出先 

〒４６１－００１１名古屋市東区白壁一丁目５０番地 

愛知県社会福祉協議会 福祉人材センター サビ児管研修 基礎研修 担当者 宛て 
 

１０ 受講決定 

（１） 決定方法 

愛知県が定める「愛知県サービス管理責任者等研修（基礎研修）受講者決定方法（別紙３）」に基づく。 

（２） 決定時期と決定通知方法 

６月１６日（月）までに、受講の可否と受講指定日を申込者（団体・法人・事業所等）あて郵送にて通知

します。 

（３） 受講料 

受講決定者には、受講決定通知に併せて、 専用の振込用紙を送付します 。受講料は、振込用紙に記載さ

れた期限までに必ずお支払いください。 

 

１１ 修了証書の交付 

   次の要件をすべて満たした者は、修了者と認定し、修了証書(※)を交付します。 

（１） 指定された受講日程のすべてを受講すること（オンライン研修の場合、安定したインターネット通信環境

の確保により研修カリキュラムのすべてを受講できること）。 

（２） 定められた期限までに課題を提出すること。期限までに未提出の場合、受講を取り消します。 

（３） 研修の内容を十分に理解しており、受講態度が良好であること。遅刻、中抜け、早退、欠席、態度不良の

場合、受講を取り消します。 

４月７日（月）から４月３０日（水）まで 
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（オンライン受講者は、一定時間接続不良の場合も受講を取り消します。） 

※ 申込時に提出された「実務経験証明書（受講要件を満たすもの）」に基づく研修の修了証書のみ交付します。

追加の交付はできません。 

 

１２ 修了者名簿の管理 

   研修実施後は、研修修了者の名簿を整備し、愛知県に報告します。 

 

１３ 受講申込にあたっての留意事項 

（１） 申込時は、申込内容を十分に確認し、お名前（漢字）、生年月日、郵便番号、住所等、お間違えの無いよう

ご注意ください。特に、電子メールアドレスは、細心の注意を払って確実に登録し、受講者本人が速やか

にメールを受信・閲覧できるものにしてください。 

（２） 演習日程は、ご希望に添えない場合があります。各日程には定員があるため、定員を超える場合は事務局

で日程を割り振ります。また、事業所管理者におかれては、追って決定された日程にて確実に受講できる

ようご配慮願います。 

（３） 上記９の（１）の受付期間後の申込み、及び受講希望者の変更はできません。職員の配置等に関し、受講

予定者と十分に相談するとともに、事業所の運営を考慮したうえでお申し込みください。 

（４） 受講申込者は、所属法人・事業所の管理者とし、個人による申込みは受け付けません。 

（５） 受講決定後、別に定める期限までに、受講料のお支払いが確認できない場合は、受講を取り消し、待機者

（キャンセル待ち）の受講を繰り上げます。 

（６） 入金いただいた受講料は、いかなる場合も返金いたしませんのでご了承ください。 

（７） この研修は、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者として従事することを目的とした基礎研修

であり、各事業所の「管理者」や「サービス管理責任者」等としての、配置の適用を保障・証明するもの

ではありません。 

（８） 実務経験、配置要件の詳細は、事業所所管の指定権者（別紙２）にご確認ください。 

 

１４ その他 

（１） 研修当日、荒天による特別警戒警報、暴風警報が発令された場合は研修を中止することがあります。 

（２） オンライン受講に際しては、安定したインターネット接続環境（有線、または高速無線）や、ＰＣ・ウェ

ブカメラ・ウェブマイク等の、オンライン受講に必要な機器等を確実に整備してください。 

詳しくは、ＺＯＯＭ システム要件 で検索してください。 

（３） 他の研修事業者が実施する研修に関するご質問にはお答えできません。 

 

１５ 問合せ先 

〒４６１－００１１名古屋市東区白壁一丁目５０番地 

   愛知県社会福祉協議会福祉人材センター サビ児管・一般研修グループ 

   ＴＥＬ（０５２）２１２－５５１６ ・ ＦＡＸ（０５２）２１２－５５１８ 
 

（別紙１）愛知県サービス管理責任者等研修（基礎研修）受講に係る実務経験 
（別紙２）愛知県指定権者一覧 
（別紙３）愛知県サービス管理責任者等研修（基礎研修）受講者決定方法 
（別紙４）研修受講の流れ（サビ児管基礎研修用） 
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【別紙１】 

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の資格要件 

 

 サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者になるためには、次の１実務経験要件及び２研修修了

要件の両方を満たすことが必要です。 

  

１実務経験要件 

  障害者の保健・医療・福祉・就労・教育の分野における直接支援・相談支援などの業務における実務

経験を別紙一覧表の通り満たしていること。 

なお、実務経験については、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者に就任する時点で、経

験年数を満たしていることが必要です。 

※基礎研修受講時にあたっては、必要な実務経験年数より最長２年間前倒しした年数から受講可能 

 

【相談支援業務の定義】 

身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むに支障がある者の日

常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援を行う業務その他これに準ずる業務 

【直接支援業務の定義】 

身体上若しくは精神上の障害がある者につき、入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並びにその

者及びその介護者に対して介護に関する指導を行う業務又は日常生活における基本的な動作の指導、知

識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練その他の支援、並びにその訓練等を行う者に対して

訓練等に関する指導を行う業務その他の職業訓練又は職業教育等に係る業務 

 

(注)実務経験及び日数換算について 

1 年以上の実務経験：業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が１

年あたり１８０日以上あること。 

例えば５年以上の実務経験であれば、実務に従事した期間が５年以上であり、かつ実際に業務に従事

した日数が９００日以上であること)。 

 

２ 研修修了要件 

 サービス管理責任者等基礎研修の修了者は、基礎研修終了後２年以上、指定障害福祉サービス事業所、

その他の事業所等において相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した後に、実践研修を受けるものと

する(６か月以上の ＯＪＴによる例外要件あり)。 

※実践研修の修了後、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者として配置が可能 
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サービス管理責任者実務経験一覧表 

※区分「第１」と区分「第３」の通算可 

区分 業務内容 経験年数 

障
害
者
の
保
健
、
医
療
福
祉
、
就
労
、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務 

第
１ 

相
談
支
援
業
務 

ア 施設等における相談支援業務 

○一般相談支援事業、特定相談支援事業、障害児相談支援事業、身体（知的）障害者相談支

援事業、地域生活支援事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業 

○児童相談所、身体（知的）障害者更生相談所、精神障害者社会復帰施設、発達障害者支援

センター、福祉事務所、保健所、市町村役場 

○障害児入所施設、障害者支援施設、老人福祉施設、精神保健福祉センター、救護施設及び

更生施設、介護老人保健施設、地城包括支援センター、介護医療院 ５ 

年 

以 

上 

イ 次のいずれかに該当する者が実施する、保健医療機関における相談支援業務 

（1）社会福祉主事任用資格を有する者 

(2) 訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者 

(3) 国家資格（区分「第４」の※印参照）を有する者 

(4) ア・ウ・エ・オに従事した期間が１年以上である者 

ウ 障害者職業センター、障害者雇用支援センター、障害者就業・生活支援センターにお

ける就労支援に関する相談支援業務 

エ 盲学校・聾学校・特別支援学校における進路相談・教育相談の業務に従事する者 

オ その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務 

第
２ 

直
接
支
援
業
務 

カ 施設及び医療機関等における介護業務 

○ 障害児入所施設、障害者支援施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、医療法に規定する

療養病床、介護医療院 

○ 障害児通所支援事業、障害福祉サービス事業、老人居宅介護等事業 

○ 保険医療機関、保険薬局、訪問看護事業所 

８ 

年 

以 

上 

キ 特例子会社、重度障害者多数雇用事業所における就業支援の業務 

ク 盲学校・聾学校・特別支援学校における職業教育の業務 

ケ その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務 

○ 市町から補助金又は委託により運営されている地域活動支援センター及び小規模作業所 

第
３ 

有
資
格
者 

コ 次のいずれかに該当する者が実施する、上記第 2 の直接支援業務 

（資格取得以前も年数に含めて可） 

（1）社会福祉主事任用資格を有する者（介護福祉士、精神保健福祉士、研修・講習受講者等） 

（2）相談支援の業務に関する基礎的な研修を修了する等により相談支援の業務を行うために

必要な知識及び技術を修得したものと認められるもの(訪問介護員２級以上に相当する

研修を修了した者) 

（3）児童指導員任用資格者 

（4）保育士(区分「第２」に該当しない保育所に勤務した期間は、実務経験として日数算入不

可) 

（5）精神障害者社会復帰施設指導員任用資格者 

５ 

年 

以 

上 

第
４ 

国
家
資
格 

サ 次のＡ及びＢのいずれにも該当する者 

 （国家資格の期間と、相談・介護業務の期間が同時期でも可） 

Ａ：区分「第１」から「第３」の実務経験を通算して３年以上の者 

Ｂ：国家資格による従事期間が通算して３年以上の者 

※国家資格 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、

介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、

きゅう師、柔道整復師、栄養士(管理栄養士を含む)、精神保健福祉士又は公認心理師 
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児童発達支援管理責任者実務経験一覧表 

※区分「第１」と区分「第３」の通算可 

区分 業務内容 経験年数 

障
害
者
の
保
健
、
医
療
福
祉
、
就
労
、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務 

第
１ 

相
談
支
援
業
務 

ア 施設等における相談支援業務従事者 

〇 一般相談支援事業、特定相談支援事業、障害児相談支援事業、地域生活支援事業、身体（知的）障害

者相談支援事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業 

〇 児童相談所、児童家庭支援センター、里親支援センター、身体（知的）障害者更生相談所、精神障害

者社会復帰施設、発達障害者支援センター、福祉事務所 

〇 障害児入所施設、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、障害者支援施設、

老人福祉施設、精神保健福祉センター、救護施設及び更生施設、介護老人保健施設、介護医療院、地城

包括支援センター 

５ 

年 

以 

上 

か 

つ 

下
線
を
通
算
し
た
期
間
を
除
外
し
て
３
年
以
上 

イ 保険医療機関における相談支援の業務従事者で、次のいずれかに該当する者 

（1）社会福祉主事任用資格を有する者 

(2) 訪問介護員２級以上に相当する研修修了者 

(3) 国家資格（区分「第４」の※印参照）を有する者 

(4) ア・ウ・エに従事した期間が１年以上である者 

ウ 障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターにおける就労支援に関する相談支援の

業務 

エ 学校教育法第 1 条に規定する学校（大学を除く）における従事者 

オ その他これらの業務に準ずると知事が認めた業務従事者 

第
２ 

直
接
支
援
業
務 

カ 施設及び医療機関等における介護業務従事者 

○障害児入所施設、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、認可保育所、幼保連携型認定こども園、児童

厚生施設、児童家庭支援センター、児童養護施設、児童心理治療院、児童自立支援施設、里親支援セン

ター、障害者支援施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院又は診療所の療養病床 

○障害児通所支援事業、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家

庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養

育事業、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業、

子育て援助活動支援事業、障害福祉サービス事業、老人居宅介護等事業 

○保険医療機関、保険薬局、訪問看護事業所 

８ 

年 

以 

上 

か 

つ 

下
線
を
通
算
し
た
期
間
を
除
外
し
て
３
年
以
上 

キ 特例子会社、重度障害者多数雇用事業所における就業支援業務従業者 

ク 学校教育法第 1 条に規定する学校（大学を除く）における従業者 

ケ その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務従事者 

○ 市町から補助金又は委託により運営されている地域活動支援センター及び小規模作業所 

第
３ 

有
資
格
者 

コ 上記区分「第 2」の直接支援業務従事者で、次のいずれかに該当する者 

（資格取得以前も年数に含めて可） 

（1）社会福祉主事任用資格を有する者（介護福祉士、精神保健福祉士、研修・講習受講者等） 

（2）相談支援の業務に関する基礎的な研修を修了する等により相談支援の業務を行うために必要な知識及

び技術を修得したものと認められるもの(訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者) 

（3）児童指導員任用資格者 

（4）保育士(区分「第２」に該当しない保育所等に勤務した期間は、実務経験として日数算入は不可) 

（5）精神障害者社会復帰施設指導員任用資格者 

５ 

年 

以 

上 

か 

つ 

区
分
「
第
２
」
の
下
線
を
通
算
し

た
期
間
を
除
外
し
て
３
年
以
上 

第
４ 

国
家
資
格 

サ 次のＡ及びＢのいずれにも該当する者 

 （国家資格の期間と、相談・介護業務の期間が同時期でも可） 

Ａ：区分「第１」から「第３」の実務経験を通算した「従事期間」から、区分「第１」から区分「第２」の下線を通算

した期間を除外して３年以上の者  

Ｂ：国家資格による従事期間が通算して５年以上の者 

※国家資格 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護

福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、

柔道整復師、栄養士(管理栄養士を含む)、精神保健福祉士又は公認心理師 
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【別紙２】 

 

愛知県指定権者一覧 
   

 

区分 ＼ 事業所所在地 名古屋市 
豊橋市、岡崎市、一宮

市、豊田市、大府市 
その他の市町村 

総合支援法 

障害福祉サービス

事業所 

名古屋市 

障害者支援課 
市障害福祉担当課 

県障害福祉課 

指定一般相談 

指定特定相談 
市町村 

障害福祉担当課 

児童福祉法 

障害児入所施設 

名古屋市 

子ども福祉課 

県障害福祉課 

県障害福祉課 

障害児通所支援 

市障害福祉担当課 

障害児相談 
市町村 

障害福祉担当課 

 

  

10



【別紙３】 

 

愛知県サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修（基礎研修） 

受講者決定方法 

 

愛知県サービス管理責任者等研修の受講決定については、別紙１の受講要件を満たす者について、申込者数

が募集定員を超過した場合、下記の順に優先順位をつけ、受講決定を行う。同じ要件内の順位については、法

人事業所からの受講申込みの優先順位及び配置予定状況を勘案し、上位から順に受講決定を行う。 

なお、受講者の決定について、事情を勘案する必要があると認められる場合は、愛知県と協議の上、決定する。 
 
 

＜選考基準＞  

基準Ⅰ：県内の事業所に配置予定の受講申込者を優先し、定員に余裕がある場合にのみ県外の事業所に配置

予定の受講申込者を受講決定する。 

基準Ⅱ：配置予定状況により、次の優先順位で受講決定する。 

 

① 事業所の運営において、必要なサービス管理責任者等が配置できず、現に減算となっているもの。 

 

② 現在、サービス管理責任者等がやむを得ない事由により欠如したと指定権者に届出をし、みなしとして配

置を認められて従事しているもの。 

 

③ 研修実施年度に、既存の事業所においてサービス管理責任者等の配置が必要となる場合であって、かつ、

そのサービス管理責任者等として代替する職員がいない事業所に配置される予定のもの。 

  

④ 研修実施年度に新規に事業を開始する計画のある事業所において、その事業所のサービス管理責任者等と

して配置予定のもの。 

 

⑤ 研修実施年度の翌年度に、既存の事業所においてサービス管理責任者等の配置が必要となる場合であって、

かつ、そのサービス管理責任者等として代替する職員がいない事業所に配置される予定のもの。 

 

⑥ 研修実施年度の翌年度に新規に事業を開始する事業所において、その事業所のサービス管理責任者等とし

て配置予定のもの。 

 

⑦ 時期は未定であるが、今後サービス管理責任者等として配置される予定のもの。 
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【別紙４】 

 

研修受講の流れ（サビ児管基礎研修用） 

 

 

受講申込み 

(法人・事業所➡研修事務局) 

https://www.aichi-fukushi.or.jp 

【入力】「研修情報」から基礎研修の受講申込みフォームに入力 

【郵送】実務経験証明書を郵送（S2S3は修了証の写しも同封） 

【期限】４月７日（月）から４月３０日（水）まで 

   

書類審査 【時期】４月～５月 

   

受講決定 

テキストの郵送 

(研修事務局➡法人) 

【連絡】決定通知の郵送・受講する演習日程の指定 

【送付】受講案内とテキストの郵送（受講決定となった方） 

【時期】６月１６日（月）まで 

   選外 

【連絡】選外通知の送付 

【案内】キャンセル待ち申込書の郵送※該当者のみ 
   

    

   辞退 

（受講決定者で辞退する場合は、辞退届を提出）    

 

 

  

  追加受講決定 

(キャンセル待ち申込み者のうち追加決定した方のみ） 

【連絡】追加決定の通知郵送・受講する演習日程の指定 

【送付】受講案内とテキストの送付（受講決定となった方） 

  

  

   

【支払】振込期限内に受講料をお振込み 

（専用振込用紙を使用） 

受講料の支払い 

(法人・事業所➡研修事務局) 

    

講義動画の視聴 

研修レポートの作成 

事前課題の作成 

提出 

（受講決定者➡研修事務局） 

講義動画及び課題の詳細については、研修資料と合わせてご案内

いたします。 

※期限内に課題の提出がない場合、演習は受講できません。 

    

演習(１日間)受講 【１３日程の中から、指定された演習日程にて受講】 

    

修了証書の郵送 

(研修事務局➡法人) 
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学則

①法人・団体の名称 社会福祉法人愛知県社会福祉協議会

②研修事業の名称 愛知県サービス管理責任者等研修（基礎研修）

③開講目的

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総

合支援法」という。）及び児童福祉法の適切かつ円滑な運用に資するため、サー

ビス等の質の確保に必要な知識、技能を有するサービス管理責任者及び児童発達

支援管理責任者の養成を図ることを目的とします。

④実施場所 愛知県内の会場

⑤研修期間 ３日間

⑥研修カリキュラム 愛知県サービス管理責任者等研修（基礎研修）標準カリキュラムによる

⑦講師氏名 愛知県相談支援従事者等研修事業実施要領第19条の要件を満たす者

⑧研修修了の認定方法

１　研修の修了者は次に掲げる要件を全て満たす者とする

（１）研修の全日程を受講すること

（２）定められた期日までに課題を提出すること

（３）受講態度が良好であること

２ 受講態度が著しく不良であり、講師等の指示に従わない受講者については、受

講取消とし、修了証書の交付はしない

⑨開講時期 毎年１回　６月～９月頃

⑩受講資格 愛知県相談支援従事者等研修事業実施要領別紙1研修対象者(受講要件)による

⑪定員 １，３００人

⑫受講手続 愛知県社会福祉協議会ホームページより申込み後、必要書類を期日までに提出

⑬受講料及び支払い方法

受講料：3日間　29,700円（相談支援従事者初任者研修2日間を合わせて受講の場

合は、5日間39,600円）

支払い方法：受講決定後、指定請求書による振込み

期日までに受講料の支払いがない場合は、受講取消とすることがあります。

⑭解約条件及び返金の有無 受講決定後、納付された受講料はいかなる理由があっても返金いたしません。

⑮受講者の個人情報の取扱い

受講申込者の申込情報及び研修修了者の名簿等個人情報は厳正に管理し、研修以

外の目的で使用しません。

なお、研修修了者名簿を作成し、愛知県に対し、研修修了者名簿を報告します。

⑯研修に関する連絡先
社会福祉法人愛知県社会福祉協議会　福祉人材センター

ＴＥＬ（０５２）２１２－５５１６

⑰その他

本研修は、社会福祉法人愛知県社会福祉協議会が愛知県からの指定を受け、子ど

も家庭庁支援局長及び厚生労働省の定めた「サービス管理責任者研修事業実施要

綱」及び愛知県の定めた「愛知県相談支援従事者等研修事業実施要綱」に基づい

て実施するものです。
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